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　1　序　　論
　我々が研究の対象とする企業は，均衡を保ちftがら同じ大きさで循環している定常状態の経済下にある
のではなくて，変動する与件の下に変動する経済の中で活動している。変動する与件として代表的なもの
は，価格変動である。ブランデージは，重要左問題である価格変動を中心として，会計学を研究するうえ
で障害として作用する5つの問題点を指摘するとsもに，その解決への指針をも概略的ではあるが，論述
している。
　第一1の障害は，貨幣的障害すなわち価格変動問題である。彼は，tず，「tt貨幣単位の変動は適切に無視
される”というすべての会計報告書の基礎となる前提または公準は，現在すべての側面で挑戦されるし，
私（ブランデージ）は，個人的にそれが修正されなければならないと考える」1）と述べる。
　1850年から1950年の100年間にわたる卸売物価指数の変動の結果から，彼は，将来の価格変動の
傾向を予測している。すなわち，「上昇への修正が唯一の正しい動向であろう」2）と述ぺている。
　費用賦課のタイム。ラグの見地からの分類が，次のように示される。
　1．当該期間に費用として処理されるもの。
　2　棚卸資産，繰延費用として短期間，貸借対照表で繰越されるもの。
　3　費用が減価償却によって長期間にわたって賦課される固定資産として処理されるもの。
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4　予想がある場合一将来の費用に対する「引当金」は，費用がすでに損益計算書に現われると同時に，
貸借対照表の「負側側で繰越される兜
　価格水準変動の影響は，棚卸資産の売上原価と固定資産の減価償却費の算定において，最も重要である。
　これらの論述を基礎として，ブランデージは，次のような貨幣的障害の克服方法を提案する。すなわち，
「後入先出法」の採用によって当期の売上高に対して，売上製品時佃を賦課する。また，固定資産に対し
ては，ドルの購買力に基づく一般指数による修正によって減価償却費を算定する暁ここでは，費用評価
のみが考慮されていることが注目される。
　第2の障害は，課税の影響である。高率課税は，採用される会計処理を決定する重要な要素である。節
税に利用される典型的な例としては，賃借契約と年金計画があげられる。
　「第3の障害は，財務諸表が絶対的な意味で真実で正確であるという観念である。」5勘務諸表には，多
くの不確実性が存在するが，その多くは，損益計算書に関連する。彼は，「我々は，判断，完全な説明お
よび事実と意味の広範囲の公表によって，この障害による欠陥を克服するべきである」6）と主張ナる。
　第4の障害は，政府規則である。「この分野における改善の示唆は，生じる条件変化に応じる会計処理
vaisv，て多ぐの舳を主張する。とである．」・）　　　　　　　國　ノ
　第5の障害は，会計学における保守主義である。彼は，新しい問題に対処する態度として；より大きな
大胆さと想像力を要求している。
　以上，ブランデージの論述から会計学研究上の5つの障害について述べてきた。障害として5つのもの
がとりあげられてはいるが，第2，第3，第4の障害は，間接的かつ附随的な要因である。さらに第5の
障害は，会計学を研究するものの研究態度である。したがって，本質的なものは，第1の障害のみである。
　彼が原価主義会計への警鐘として，この論文を書いたことは明白である。疫澄，価格変動のほかに，今日
の経済界にX一ける技術進歩や需要変化等の考慮も必要とされよう。
　次章に於いては，価格変動の修正方法について述べると〉もに，その方法によってひきだされる結果の
性格について吟味する。
　　注1）Brundage，Percival　E・，　Roadb　1　oc　k・s　in　the　Path　of　Accounting
　　　　Harvard　Business　Review　Vol．29，－5，　September　195L　P．110
　　　2）　ibid．　P。110　　　　　　　　　　　　　　3）　ibid．　P．112
　　　4）　蓋bid．　P．113　　　　　　　　　　．　　5）　ibid．　］P．116
　　　6）ibld．　P．117　　　　　7）ibid．　P．・17
2．価格変動の修正方法
現在，大部分の資本主義諸国は，クリ．一ピング・インフv∴ションの影響をこうむっている。
　「価格変動は，基本的には，2種すなわち特殊価格変動と一般物価変動から成る。特殊価格変動（時に
は相対的価格変動と言われる）は，顧客の嗜好の変化・技術的改善．投機溢よび供給の自然的または人為
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的変化を含む多ぐの理由で起とる。一般的物価変動は，貨幣単位の価値の増加tたは減少を反映する。一
般物価変動は，経済に影ける財貨及び用役の供給総計の変化より大きいか小さい貨幣の供給変化または一
般的に財貨teよび用役の需給総計の不均衡によってひき起こされる。」1）
価格変動は2種類のものから成るちその修正方法は，基本的に・つの思考がある．すなわち，
「L　棚卸資産や固定資産のような特殊項目の価格変動
　2　貨幣の一般購買力の変重ガ
　a　特殊価格と貨幣の一般購買力両者の変動」2）
　第2の方法は，修正原価主義である。すなわち，それは，「異なる貨幣単位で記録された原価の現在の
貨幣単位という共通分母への修正を取り扱わねばならないし，ギのような修正は，………実際は，会計の
原価蟻からの離脱を鰍しない．」3）・れ腿去のドイ・組び現在の献諸国繰ける破局的イ。フ
レーション下に夢いては，適切な方法として認、められる。
　第3の方法は，エドワーズ／ベルの主張に代表されるもめであって，特殊価格変動と一般物価変動の結
合形態である。この方法に卦いては，原価と時価の差額を1特殊価格変動の部分ど一般物価変動の部分と
に区分する。しかし一！このように2つの部分に分離することは誤りであり，個別価椿の変動が貨幣価値変動
かいず乳か二方のものである。
　「さて，今日傘業資本の大部分の用途が固定化している現実を正視するかぎり，それを一般的経済価殖
としてめ貨幣とみたり，貨幣資本としての回収を考えたりすることが不適当であるということ，同時にま
だ，今日の企業の現実の立場，任務からいって時価基準の費用計上を軸とする損益計算によって企業実体
一’ ｶ産能力の維持を可能にするたてまえの会計がおこなわれなければ左らない。」4）従って第1の方
法が妥当性を要する。’
　次章va　teいては，時価主義の代表的見解につい｝亡述べる。
　　注1）Hend・ikse・，Eld・n　S・；Acc・un　ti・n・g’Th…y．1965　P．　・63
　　　2）　Peirson，　Graham．，　Three　Kinds　of　Adjustment　for　Price
　　　　『Changes．The　Acc・unti・g’R・’vi。w，0，t。ver　1966　R　729
　　　3）Paton，WilliamA．，／Dixson，　Rebert　L．，　Essentials　of
　　　　Accounting．　1938　P．791
　　　4）不破貞春「価格変動と企業会計」産業経座　1969年6月号　85頁　　　　　　　　’
　　3，時価主義会計論
（1）　ラソドva　k・ける取替原価会計
　「アメリカにおいて，企業は財貨・用役の生産と分配に於いて，人的・物的・貨幣的資源の利用とこれ
ら頒源を提供する人・・va利益を与えるための主要轍関tV発展した．」1）ラ。ドは，会計学を「企
業の力の程度と使用法にっいての情報を大衆に伝達するという不可欠な社会的役割をもつ2）ものと定義す
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る。この「企業を有効に評価するのに必要とされる情報はできるだけ完全でなければならない。それは，
一定の不確実性の範囲内で将来に適切でなければならないし，理解しやすいし比較可能でなければならな
い。」3）
　「企業について典型的に利用できる情報の有用性は，会計手続の多様性と価格水準変動の影響を除去し
、t、v，ことによ。種大va限定される．」4）1会計手続の多様性によ績騒したが・て矛I」益額の算匙の重
要な影響によって，経営比較が阻害される。さらに，価格変動の影響の無視は，資産。負債isよび利益数
字を全くゆがめてしまう。それゆえ，ラヅドは，財務諸表の比較可能性を支えるものとして，会計手続の
統一性と価格変動の修正を主張する。
　生産能力（財貨または用役の取得・製造と分配）のストックとして4）企業資本の定義に於いて，「稼得
収益産韻用は，韻さi。・f，財貨と用役を取り翫・費用である。」’・）
　「価値の測定に診堕て（理論的に正しい現在価値の実務的代替物としての）取替原価の使用は，現代の
巨大企業の会計にとって，多くの必要条件を満たす。それは貨幣価値変動から生じる誤りの大部分を除去
するだろう。それは，企業が相対的地位を維持した程度の合理的な尺度を与えるし，大部分の経営管理者
がしようと努力しているものであろう。それは非常に不適切な過去から注意を転じて・現在むよび大いに
将恕注意を集中する．それは，難対照表を現在企業に委託されている資本のよ賄意義な雛諒す
るし，資本が使用されている有効性の合理的な評価を可能にする。要するに，それは，歴史的原価または
非常に異なる定義の混合物よりも大いに現代企業の状態と可能k発展を評価する確実で有用ft基準を与え
る。」6）
　棚卸資産会計は，利益決定において重要な要素としての売上原価部分と資産部分という2つの測定要素
から成る。棚卸資産評価の方法は多様であるが，事実上は，4つの代表的手続すなわち個別法・先入先出
法・後入先出法・平均原価法の変形である。
　「現代の棚卸資産会計に2つの明白な批判がある。1つは極端な任意性である。第2は，絶対的安定時
以外，それは資産価値の合理的に適切な表示と利益の合理的に適切な表示の達成を可能にしないことであ
る．」・）．・すなわち「この場合塒価の見地から正当牲を考えるなちぱ，どの方法も正しくない・先入先出
法は棚卸資産価格の見地からは大変正しい。後入先出法は利益決定の見地からは非常に正しい。平均原価
は両計算に一般的に失敗する。このジレンマを逃れる唯一の有効な方法は・棚卸資産会計基準として資本
と価値の歴史的貨幣原価の定義を放棄することである。資本と価値の生産能力定義に基づく取替原価の使
用は，棚卸資産会計の最も健全な基準である。取替原価は，棚卸資産価格と売上原価（利益決定）の両者
に対する価格水準変動の影響を除去する。取替原価は，重要な資産が現在どんな価値であるかを示すし・
その現在価値を鶴する時価の機能として利益を獺する．J・）　　～　t
　「普通には，勿論棚卸資産は，多かれ少なかれ1年中定期的に売却される。それゆえ・取替価値の使用
は，売上原価が販売時の取替時価に基づぐことを必要とする。実務的考慮は・取替時価への売上原価の修
正は，例えば，月次基準でなされることを必要とするし，ありうる小さな誤’ 閧ﾌ余地を引き起こす。現代
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の電子会計機械の使用で，販売時の修正は，実際には不可能でないと考えられる。」9）
　以上のように，売上原価（販売時）と棚卸資産の両者が時価基準で測定されることを，ラッドは要求す
る。すなわち「慣習的会計学は，棚卸資産が実際には貨幣であり，もし収益が売却されft棚卸資産の貨幣
原価を超過するならば，純利益があるという仮定に基づく。取替価値は，棚卸資産が企業の経営能力の一
部であるという提案に基づく。一定の棚卸資産水準を維持することなしに，企業はその地位を維持しえな
い。それゆえ，売却された棚卸資産を回復する費用が，収益から満たされるまで純利益は存在しない。」10）
その場合に原価と時価との差額は，未実現利益でも資本利得でもなくて，企業資本を維持するのに必要と
されるもの，すなわち資本修正項目として資本剰余金を構成することが示唆されている。
　固定資産会計は，棚卸資産会計と同様に，会計手続の多様性などによって非常に混乱している会計領域
である。これは，「固定資産が，通常比較的長期間固定化される比較的巨額の貨幣を含むために起こる。
これらの固定化の長さのために個定資産会計は長期間にわた・て拡大され・価格騨変動繍形態ρ
変化・技術変化および経営目的の変化によって大いに影響を及ぼされる。巨額のものが含まれるために，
これらの変化は，しばしば資産評価と利益決定に対して重要な影響を持つ。」11）
　固定資産会計における問題は，特定資産によって意床される将来の用役可能性の測定於よび特定期間の
費用として棚収益を生拙す場合に瀕される融可難の測定」12）と吻つのものから成る．．
　現在，固定資産の減価償却方法として代表的なものには，定額法・定率法などがある。これらのものは，
固定資産価値低下に対する会計方法としては，組織的である。しかし’ C合理的な方法であるかどうかは疑
わしい。合理的な方法とは，将来の用役可能性の価値低下の実際の型にできるだけ密接に関連するもので
ある。
　「企業の生産能力の維持は，固定資産の取替時価が会計基準となるべきであることを要求する。将来の
用役可能性の価値低下は，2つの異なる時点での固定資産の将来の使用からの割引将来利益の現在価値を
比較することによって正しく測定される。これら2つの現在価値の差額が，その価値の実際の低下である。
しかし，この手続は十分に実行され得ないのだから，減少額の年間控除を準備する多かれ少なかれ任意の
手続が使用されるべきである．それは，実際の価値低下の姻的鯉をか効正確阪映する．」13）こ
の場合の歴史的原価と取替原価との差額は，棚卸資産会計の場合と同様に，資本修正項目として資本剰余
金を構成する。
　巨大企業によって保有される多数の固定資産の取替原価決定という課題は，コンビL一ターの使用によ
ってのみ可能と左る。このことも棚卸資産会計の場合と全く同様である。
ラ・ドに蜘ては，企業が「巨大麗済的・社会的劾の貯漸」14）であるという繊薩ついて，
その力の使用についての適切な情報が要求されると述べている。ここにおいて処分可能利益の算定よb資
産評価の優位牲於よび報告に依存するものとしての測定ということが強調される。さらにこの情報は比較
可能で，理解しやすく，完全なものでなければltらない。との比較可能性を阻害するものが会計手続の多
様性と価格水準変動である。これらを解決するものとして取替原価会計が現われるところが，ラッド理論
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の特徴といえよう。
　　注1）Ladd．　Dwight　RりContemporary’Gorporate　Accounting　and
　the　Public．　1963，　】13
2）　ibid．　P．　ix
4）　ibid．　P．37
6）　ibid．　P．62
8）　ibid．　P．】P．70ヘノ71
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14）　ibid．　P．158
3）
5）
7）
9）
11）
13）
ibid　　P　16
1bid　　P　54
ibid　　P　70
ibid　PP71～72
ibid　　P　77
ibid　　P　93
（2）　ギンサーに誇ける取替原価会計
　価格水準は，多年にわたって大部分の国々で，上昇傾向にある。すなわちクリーピング・インフレーシ
ョン下にある。さらにこの傾向は継続すると考えられる。会計学に翁いて，価格変動の影響を除去する方
策がたてられなければならない。
　rft計情報は，原則的に経営管理機能に役立たねばならないので，価格水準変動（上昇であろうが下落で
あろうが）の影響は，もし可能であるftらば，正常な会計手続に統合されなけれ廷ならないということが
議論される。それですべての水準の経営管理老への多くの必要な報告に含まれる資料は，自動的に時価で
現在の情報を表わす。このことがなされる場合にのみ，会計資料は，完全に経営管理分野で適切な役割を
果しうる。………ここで展開される情報は，伝統的傾向（すなわち価格水準変動の無視）で大部分の会社
によって現在作成される財務諸表に含まれる資料によりこれらの外部者に，より大きな利益になると考え
られる．」1）それゆえ，会計担当者絵計組織内焔骸動の影響を取り入れるならicl：　t企業内にも蝶
外にも適切な情報を提供しうる。
　「鰍昇時の利益の過大評価（および価格下落時の利益の過小評価）は，ある時期の投入原価がより後
の時期の産出時価と対応される場合に起こる。利益決定目的にとって，収益を生み出す時に消費される時
価と（自動的に時価での）収益との対応でなければならない。」2）この場合に，修正は，減価償却費・売
上原価・貨幣的項目むよび資産評価のすぺてについてなされなければ，不完全な結果を引き起こすとギン
サーは主張する。
　ギンサーは，まず資産評価について述べる。保有資産の原価と時価の差額，すなわち価格変動差額は，
「資本の性質のものであり，これらの実物資産の各々の部分は，特殊費用価格のいかなる変動にもかかわ
らず，企業資本の一部を形成する．と考えられる。………これらを利益まだは損失として処理ナることは，
価格の上昇または下落を，継続企業としての企業の観点からではなくて，株主（または他の外部者）の目を
通して考慮するのに等しい。」3）この価格変動差額が企業外に流出する象らば，企業の維持は達成されな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧い。資産評価の意義を貸借対照表の比較可能性に求めている点では，ラッドと共通する。
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　次は，売上原価と棚卸資産である。価格変動が認識されるたびに，tず保有棚卸資産価格はすべて取替
原価に修正される。したがって結果的に，この修正は期間平均時価でなされることになる6この場合に価
格変動差額は，棚卸資産評価替剰余金勘定に記入される。これは利益ではkくて資本修正項目であること
は前述の通りである。「棚卸資産評価替剰余金勘定へのより大’きな振替は，自動的に価格上昇の侵食の影
　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；との結果，手持棚卸資産は常に時価で表示さ響からこのより大きな資本をtt保護”するのを助ける。」
れる。したがって，売」源価に賦課される金額は，必然的に時価によって表示される。
　なお，後入先出法に対するギンサーの見解は，ラッドにおけると同様に否定的であるtr
　第3は，減価償却費と箇定資産である6’「減価償却費渉，価格工昇時に歴史的原価で取益に賦課される
と，利益は明らかに過大評価’Aれ，もしそのようなtt利益”がすべて分配されるならば，資本は維持され
ない。」5）di格変動に対処する方法として，ギンサーは，月末時価資産評価，したがって月末時価での減
価償却費の計上を提案する。これは，売上原価への修正が結果的に期間平均時価になるということから，
減価償却費の修正も期間平均時価でなければならないという理由による。差額は，資産評価替剰余金勘定
で処理される。それとともに減価償却引当金残高をも修正する。これをギンサーは，減価償却引当金勘定
への遡及的修正と名付ける。それは，「減価償却引当金勘定残高を，資産の耐用年数を通じて現在まで，
時価が一般的になるものまで修正する記入である。ゴ6）この場合の相手勘定は，資産評価替剰余金であ
る。これは，過年度の利益算定の修正であるという理由で説明されている。
　最後に貨幣的項目である。これは，額面価格が確定されているものであり，価格変動の影響を何も考慮
する必要のないものである。これについては，アメリカ会計学の通弊であることを指摘するにとどめ，こ
こでは言及しない。
　ギンサーによって提示された修正手続は，「期末時価での貸借対照表の作成と期間平均時価での損益勘
定の作成となる。平均価格での収益と平均価格で表現された費用との対応が一貫した論理的利益数字とな
る。それは，平均価格での収益が，古い歴史的原価と当期の平均価格である費用の混合と対応される蒔よ
りかなり論理的である。そして，それは平均価格での収益が，当期の平均価格である費用と期末価格であ
る費用の混合と対応される時より論理的である。」7）しかし，収益が期間平均時価であるから，費用も期
間平均時価でなければならないし，それが論理的であるという主張には，費用とは，企業を維持するのに
必要なもの，従って利益とは，その金額を企業外に処分しても企業維持を達成しうるものという見地から，
同意しえない。
　　注1）Gynther，　R．S．，Accounting　For　Price．－Level　Changes・・Theory・
　　　　and　Procedures，　1966．　P．P．3－4　，
　　　2）　ibid．　P．12　　　　　　　　　　　　3）　ib．id．　P．68
　　　4）ibid．丑105　　　　　5）i6id，旦133
　　　6）　ibid．　P．P．120－121　　　　　　7）　ib”id．　P．171
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　4．取替価値会計論
　取替価値会計は，オランダの巨大な国際的工業会社であるフィリッブス社によって，20年以上にわた
って適用されている。「取替価値珪論の適用は，単に企業の年度報告書の作成に使用される計算技術では
ない‘それは，各段階で企業のすべての部門の会計組織に結合される。この点で経営管理のすべての情報
が・この原則に従って整理されることが確保され，取替価値は，自動的にすぺでの経営管理の考慮と決定に
　　　　　1）入る。」
　固定資産と減価償却費への取替価値会計の適用は，次のようになされる。すなわち「取替価値は，－L般
物価水準ではなくて，特殊価格水準の趨勢を基準に決定される。すなわち価格の傾向は，建物・住宅・機
械その侮に別々に生じる。資産の各グループは，定期的に指数を手段に評価替される。例えば，工場建物
の評価替は，その種の建物の原価指数を基準とする。機械・工具については，市場価格による。また機械
が会社自身の工場で製造されるならば時価基準である。個々の機械が同種のグループに分類され得ない場
合，評価替は項目毎に計算される。重要でない価格変動は無視される。より大きな変動は，生じた時に近
似値基準でなされる。価格変動の重要性によって，項目毎の全体的評価替が必ずしも毎年ではないけれど
も，定期的になされる。，」2）
　以上のものを基礎にして，会計組織には，次の勘定が保持される。すなわち「（1）取替価値での固定資産
勘定　（2）取替価値での減価償却引当金勘定（3）評価替剰余金勘定（4）減価償却費勘定」3）である。
　，価格の上昇が生じるとt＋固定資産勘定の借方と評価替剰余金勘定の貸方に記入される。この処理によっ
て固定資産は，現在の価格水準に修正される。減価償却引当金勘定も，同様に処理される。この評価替に
ょって，減価償却費は，自動的に取替価値基準で算定される。評価替剰余金が資本修主勘定であることは，
言うまでもない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サ　な診「減価償却引当金勘定の評価替は，価格水準の上昇で，過年度に準備’された減価償却引当金が余り
　　　　　　　Nに低かったととを証明する。それゆえ，これは耐用年数の終りに現在の価格水準の基準で固定資産の完全
な減価償却引当金を準備し，取替に十分な資金が利用できることを確保するために増大されなければなら
ない。それゆえ，過去の減価償却費のこの評価替は，損益勘定へ賦課されるべきである。フィリヅプス社
では，これは2つの理由でなされない。すなわち，
t　企業規模によって，固定資産会計の構成要素は，耐用年数に関する限り平均に近づく。結果として実
　務的なすぺての目的での年間の取替は，年間の減価償却費に等しい。これは，固定資産に投下された資
　本は，常に平均耐用年数の固定資産合計に関連し，繰延減価償却費を準備する必要がないことを意味する。
2　損益勘定に対して，資金は将来，棚卸資産・固定資産・投資および無形資産以外の資産を意味する
　“貨幣的資産”といわれる資産に投下され，資本維持を準備するために強化される。」4）
〆価格水準下落の場合をも考慮されている。この場合，原則的には価格上昇の場合とは逆に，評価替剰余
　　　　　　　　　　　　　　　　o金勘定の借方に記入される。例外が2つある。第1は，価格水準の下落力㍉他の経済的または技術的理由
から生じるならばiその修正額は損益勘定に賦課される。この代表的なもめは，技術違歩1・幽よる新生産方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一’5　2　5－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
式の導入によるものである。第2は，評価替剰余金勘定ま，決して借方残高を出さないという規則による。
　フfiリップス社に澄いて，標準価格が，原材料・仕raPn・半製品・製品などの棚卸資産に適用される。
「取替価値の確定にとって，出発点は，標準価格の計算基準を形成する価格水準である。標準価格の様々
な要素の価格水準での傾向が追求されるし，標準価格に村す・る影響が計算される。価格水準の変動が棚卸
資産の修正を引き起こす樋要tZ・・ltる時はいつでも，標鞭格は撒によ。諏替価値に修正されるdi・）’
中間の評価替にむいては，取替価値修正勘定の借方と評価替剰余勘定貸方に記入される。
　会計年度末の棚卸資産の最後の指数を基準に，評価替額が再計算される。この計算額が取替価値修正勘
定残高と異なるならば，この金額は，損益勘定に振替えbれる。
　標準価格の個別的修正は，ほぼ1年に1度なされる。モの修正額は評価替剰余金に転記される。
　価格水準下落め場合の会計処理は，固定資産にtolaて指摘されたものと全く同様である。
　最も注目される点は，フィリップス社に於いて，棚卸資産に対する技術進歩の影響が考慮されているこ
とである。これについてのフィリッブス社の標準会計便覧からの引用は，次の通りである。すなわち，
　「実際の実務で，（もし必要であるならば，指数によっ一て修正される）標準価格または標準仕入価格か
ら接近させうれる取替価値（時価）で在庫品を評価する目的で，価格水準の変動に照らして時々修正され
なければならない。
　価格変動の理由のひとつは，企業内の効率改善から生じる価格の低下である。この価格変動は，“技術
的価格低下”として知られる。もしそのような価格低下が同一国の産業のほとんどすべての部門に起こる
ならば，それは一・一一一般技術的価格低下と名付けられる。この騨般的価格低下は，317評価替剰余金一在庫’
品勘定の記入を必要とする一般物価変動の一部を構成テる。．
　しかし，電気技術産業に関する限り，個々の企業の製品6技術的価格低下が一般技術的価格低下を超過
することはありうる。これは，適切な製造技術がまだ大きな発展の状態にあるか，合理化に対する努iカが
産業の全部門の平均よりその特定企業で成功しているという事実による。一般技術的価格低下を越える企
業内の技術的価格低下の超過額は，超過技術的価格低下と名付けられる。一般技術的価格低下は財貨の総
量に関連するのに，個別企業の技術的価格下落は，会社自身の製品または半製品にのみ影奪を及ぼすこと
は注月されなければならない。
　それゆえ，超過技術的価格低下の正しい決定にとって，企業内の技術的価格低下から，製品の付加価値’
に関連する一一一一般技術的価格低下のその部分だけを控除する・ことが必要である。この目的には，おおまかな
計算方法が適用される。
　超過技術的価格低下は，資本（資産一負債）が損われず維持されないという結果的な危険で，企業内で
　　　ヤ製造される財貨の在庫品に結合される購買力の減少を生じる。それゆえ，この低下は，評価替剰余金に賦
課されないで損失と考えられ表げればならない。」6）’｝
　フィリップス社は・貨幣的項目の価峰変動による影響を外部に公表する世界で唯一の例であることは注
目に値する。売上原価・棚卸資産・減価償却費と固定資産には特殊指数を適用するけれども，貨幣的項目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一526噌：
o
には生計費指数を適用するm
　これまでは，個々の項目に於ける取替価値会計の適用について述べてきたが，ここで，この理論を全般
的に考えてみる。すなわち，「損益計算書が一期間の収益とそれを生み出すために負担される費用を示す
場合にのみ，ある期間中の企業の営業利益が適切に損益計算書に反映されることは自明の理である。取替
価値理論は，企業の継続性を保証するために負担されるすべての費用は，実際に支払われた価格ではなく
て，取替価値で損益計算書に包含されなければならないと主張する“」7）
　この取替価値会計について，一方では，次のように，ボール・グレディーによって絶賛される。すなわ
ち，’rゴードケット教授にょるすばらしい論文は，私の心に長い間あった結果に対して多くの爽快さと勇
気を与えた。そのようにうまく提示される価格水準変動の影響は，会計学は企業が活動する複雑な国家的
・国際的条件の経済的結果の実務的で有用な測定を与えるといういかなる希望の実行の基礎となる。」8）
　他方，批判的見解もある。す左わち，コーピンは，歴史的原価主義の欠陥を認めたうえで，修正原価主
義を主張して，次のように述ぺる。
　「フィリップス社は，株主投資の一般購買力ではなくて，資産の特殊購買力を維持しようとすることが
例証から明白になる。この研究方法は過度に保守的である。さらにそれは，多分税目的に認められない。」9）
　コ．一ビジの見解は，継続企業としての企業体理論ではなくて，資本主理論に基礎を置いていることは
明瞭である。
　　注1）Goudeket，A．，　An　ApPlication　of　Replacement　Value　Theory．
　　　　The　Journal　of　Accountancy，　July　1960．　P．38
　　　2）　ibid．　P．38　　　　　　　　　　　3）　ibid．　P．39
　　　4）ibid．　P．．39　　　　　5）ibid．　P．39
　　　6）Gy・th・・，　R．S．，　Acc・unti・g　F。，　P，fce－L，v’。・1　Changes－Th，。，y
　　　　and　Procedures　1966　P230　　　　 　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　○　　　　　　　●
　　　7）G・ud・k・tlA・・A・ApPlicati・n・f　R・blacem…　Y・1・・Th…y．
　　　　The　Journal　of　Accoutancy，　July　1960，　耳．45
　　　8）　Grady，Pau1，1、etters，　The　Journal　of　Accountancy，August
　　　　1960　　P　27
　　　9）　Corbin，　Donald　A．，Letters．　The　Journal　of　Accountancy
　　　　December　1960　　P　28
5．結　　　　論
　現在の経済情勢を勘案すると，価格は変動しているし，これからも変動し続けると考えられる。しかも，
価格変動は，上昇傾向を示すと推量するのが妥当なようである。この価格変動の影響を会計記録に導入し
たものが，時価主義会計である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－327一
さらに，技術革新の激しい現代に劃いては，需要変化と密接に関連する技術進歩も考慮されftければな
らない重要な要因である。価格変動のほかに，この技術進歩の影響をも会計的に解決していこうとするも
のが，取替価値会計である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　胃
　「資本主義の発展は，株式会社制度の発達とともに，資本の巨大化のほかにその固定化をももたらした
が，いまや多くの企業では，特定の生産種目のための鷹大な設備を擁しているのであって，これを他の生
産種目のために自由に転用したり，あるいはこれを処分して資本の回収を図るというようなことは，事実
上困難になっている。すなわち，一般的な経済価値あるいは購買力としての貨幣に還元し，資本¢回収を
於こなって資本主に払い戻すkどということは，事実上ほとんどありえなくなっている。今日，衰微産
業といえども苦心のうちに経営を継続しているし，財政的に破綻した企業であっても，設備をもつもので
あるかぎり，そのほとんどが解散しないで生産を継続している事実がこのよう左見解の正しいことを実証
してくれている。資本主や経営者の交替ということはありう為が，資本主の交替は株式譲渡によっておこ
なわれ，株主名簿の書替の問題があるだけであるし，経営者の交替にしても，それらのことはいかに重要
であるにしても，企業の会計そのものは無関係な別の問題であることはいうまでもない。
　すなわち，企業の近代的段階では，企業の財産的基礎にむける固定化という特質が見逃しえないものに
なっ七いるが，それは，固定資産の占める割合の増大というごとだけでなく，棚卸資産の固定的有高の存
在をも考慮に入れているのである。すなわち，非貨幣的資産の大部分が固定化しているものとみなければ
ならない。このような現実を正視するかぎり，企業資本を貨幣資本とみて，資本主的見地からその回収を
考えるというようなことは，まったく現実に即しないものといわなければならない。いいかえると，資本
の多くが固定化している企業の現実に即するかぎり，会計の思考は，おのずから企業体としての生産一ぞ
のための実物資本の維持を考えるもの険。ていか鮒れ購ら如であろう．」1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　tt’　資本固定化という特質による「企業体理論では，生産経済体としての企業の実体の維持を，収益による
費用補償によって確保し，それを超えて得たもののみを利益とする会計にもとめなければならず，また実
体維持のためには，費用は取替時価基準で計上されなければならない。」2）
　さきに述ぺられた時価主義会計は，価格変動のみを問題にし，その考察の出発点を伝達する情報の有用
性に求め，比較可能性を重要視している。
　これに反して，取替価値会計は，価格変動の影響だけでなくて，さらに需要変化と密接に関連をもつ技
術進歩をも考慮する立場にある。継続企業の前提にたち，「収益の産出に負担される費用が，取替の遂行
されるよう纈峰いて，利益計算va含熟る場合にのみ利益がありうる．」・）処分可能禾り益の算定lt
いしはその基礎となる生産能力維持の視点を出発点とし，評価差額は，資本の性質を有すると明確に述ぺ
られている。
　結論としては’，企業の実体維持の観点か6は，取替価値会計に優位性が認められる。
　　注1）黒沢清責任編集「近代会計学大系1会計学の基礎概念」178頁～179頁
2）同　上’181頁
3）Goudeket，A．，An．Applicat’ion　of　Replacement
The　Journaf　ofAccountancytJuly　1960．P．46
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